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詳細はホームページに掲載されているIR情報をご覧ください。

https://www.kamigumi.co.jp/ir/
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

株式の状況／会社の概要

連結財務諸表

会社の概況 （2020年3月31日現在）

商号 株式会社　上組（Kamigumi Co.,Ltd.）

創業 1867（慶応3）年（設立：1947年2月28日）

資本金 31,642,266,011円

従業員 3,732名（連結：4,308名）

本店 神戸市中央区浜辺通四丁目1番11号

主要な
事業内容

国内物流事業 港湾運送事業、倉庫業、貨物自動車運送事業、
倉庫工場荷役請負業等

国際物流事業 国際運送取扱業

そ　 の　 他 重量貨物運搬据付業、不動産賃貸業、
物品販売業、酒類製造販売業等

●取締役
代表取締役会長 久保　昌三
代表取締役社長 深井　義博
代表取締役専務 牧田　秀男
代表取締役常務 田原　典人
取締役 堀内　敏弘
取締役 村上　克己
取締役 小林　保男
取締役（社外） 馬場　耕一
取締役（社外） 石橋　伸子

●監査役
常任監査役（常勤） 佐伯　邦治
監査役（社外） 宗吉　勝正
監査役（社外） 中尾　　巧
監査役（社外） 黒田　　愛

発行可能株式総数 250,000,000株
発行済株式の総数 130,936,837株
株主数 6,474名

当社は、企業体質の強化と今後の積極的な事業展開に備えた内部留保の充実を図る
とともに、株主還元の強化を重要施策と位置付け、業績推移や内部留保とのバランス
などに配慮しつつ、連結配当性向30%を目安に、業績に連動した株式配当を実施して
まいります。
また、自己株式の取得についても継続実施を基本方針とし、総還元の充実と資本効率
の向上を目指して機動的に判断してまいります。

株主様への還元方針

※株式数は千株未満を、比率は小数点以下第3位を切り捨てて表示しています。

大株主（上位10名）

株　主　名 持株数（千株） 持株比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 8,232 6.98
かみぐみ共栄会 6,807 5.77
日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 4,456 3.78
上組社員持株会 3,095 2.62
全国共済農業協同組合連合会 2,772 2.35

（一財）村尾育英会 2,456 2.08
日本生命保険（相） 2,271 1.92

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE 
SILCHESTER  INTERNATIONAL 
INVESTORS INTERNATIONAL VALUE  
EQUITY TRUST

2,256 1.91

住友生命保険（相） 2,250 1.90
日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口5） 2,152 1.82

※1　自己株式13,097千株は、上記大株主から除いています。
※2　持株数は千株未満を切り捨てて表示しています。
※3　持株比率は自己株式を控除して算出し、小数点以下第3位を切り捨てて表示しています。

所有者別株式分布状況 （2020年3月31日現在） 役員 （2020年4月1日現在）

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

基準日 定時株主総会  3月31日
剰余金の配当 中間 9月30日　期末　3月31日

株主名簿管理人
特別口座の
口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先
（お問い合わせ先）

〒541−8502　大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
電話（通話料無料）0120−094−777

公告方法

電子公告
当社ホームページ（https://www.kamigumi.co.jp/）
に掲載いたします。
ただし、やむを得ない事由によって電子公告によること
ができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

単元株式数 100株

ご注意
1．�株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開

設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設
されている証券会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀
行）ではお取扱いできませんのでご注意ください。

2．�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託
銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱
UFJ信託銀行）にお問い合わせください。なお、三菱UFJ信託銀行本支店にてもお
取次ぎいたします。

3． 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

株主メモ
株式の状況 （2020年3月31日現在）
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営業収益

第81期第80期（円）

1株当たり当期純利益（EPS）

第81期第80期（円）

1株当たり純資産額（BPS）

第81期第80期（%）

自己資本利益率（ROE）

第81期第80期第79期 第79期 第79期 第79期（%）

営業収益営業利益率

親会社株主に帰属する当期純利益営業利益

負債・純資産合計
400,057資産合計

400,057

Point 2

連結損益計算書の要旨 （単位：百万円）

24,679 26,407 26,570

18,378

274,893

23,332 25,235
18,388

営業原価 235,056
販売費及び一般管理費 19,079

営業外費用
92

特別損失
144

法人税等／
非支配株主に帰属する

当期純利益
8,192

第80期末
（2019年3月31日現在）

第80期
（2018年4月1日から2019年3月31日まで）

第81期
（2019年4月1日から2020年3月31日まで）

第81期
（2019年4月1日から2020年3月31日まで）

第81期末
（2020年3月31日現在）

第80期末
（2019年3月31日現在）

第81期末
（2020年3月31日現在）

有形固定資産
228,416

無形固定資産
7,011

投資　　　　
その他の資産

43,573

有形固定資産
227,830

無形固定資産
6,881

投資　　　　
その他の資産

80,939

負債
63,507流動資産

84,405

固定資産
315,651

負債
62,312

純資産
332,200

流動資産
116,705

固定資産
279,002

営業収益 営業利益 経常利益 親会社株主に
帰属する

当期純利益

資産合計
395,708

連結貸借対照表の要旨 （単位：百万円）

親会社株主に
帰属する

当期純利益

税金等調整前
当期純利益

経常利益営業利益営業収益

負債・純資産合計
395,708

関係会社株式の取得に伴い「投資有価証券」が増
加したことなどにより、前期末に比べ1.1%増加

国内物流事業が堅調に推移したことなどにより、前期に比べ
1.4%増収

営業収益

親会社株主に帰属する当期純利益を計上し「利
益剰余金」が増加したことなどにより、前期末
に比べ1.7%増加

投資活動によるキャッシュ・フロー
関係会社株式の取得による支出358億57百万円、
固定資産の取得による支出148億47百万円など
により、444億90百万円の純支出

純資産
337,744

現金及び現金
同等物の
期首残高
52,293 現金及び現金

同等物の
期末残高
32,137

連結キャッシュ・フロー計算書の要旨 （単位：百万円）

総資産 純資産

財務活動による
キャッシュ・フロー

△9,342

投資活動による
キャッシュ・フロー

△44,490

営業活動による
キャッシュ・フロー

33,701

△23

現金及び現金同等物
に係る換算差額

営業外収益
1,820

特別利益
307

流動負債
45,349

固定負債
18,158

流動負債
43,319

固定負債
18,993

Point 2

278,815
Point 1

Point 4

Point 3

Point 3 Point 4

Point 1

合計
130,936
千株

金融機関
35,231千株
26.90％

金融商品取引業者
2,473千株
1.88％

その他の法人
6,813千株
5.20％

外国法人等
52,308千株
39.94％

個人・その他
21,012千株
16.04％

自己株式
13,097千株
10.00％

世界の物流をデザインする。

新・中期経営計画のもと、基幹事業の強化と
新たな成長基盤の創出を進めます。

株主の皆様へ／トップインタビュー
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2020年3月31日

玉島ハーバーアイランド物流センター（岡山県）



To Our Shareholders／Top Interview株主の皆様へ／トップインタビュー

Segment Review

施設名称 玉島ハーバーアイランド物流センター
所在地 岡山県倉敷市玉島乙島字新湊8263-28、30
延床面積 14,778.14㎡ 構造 鉄骨造　2階建
敷地面積 22,296.61㎡ 主要設備 垂直搬送機2基

当期の物流業界は、受注競争の激化や顧客ニー
ズの多様化、労働力確保の問題に加え、米中の貿易

摩擦からなる輸出貨物の減少、新型コロナウイルス感染症の
影響による輸入貨物の停滞など、経営環境は一層厳しい状態
となりました。

当社グループは、国内では新たに港湾運送事業会社の株
式を取得したほか、鹿児島県志布志市に飼料用倉庫、岡山県
倉敷市に定温倉庫を増設しました。海外ではカンボジアの港
湾公社の株式を追加取得するなど、国内外に積極的な投資
を行ってまいりました。

この結果、当期における営業収益は、国内物流事業が堅調に
推移したことにより、前期に比べて1.4%増収の2,788億15
百万円となりました。利益面については、営業利益は前期に比
べて5.8%増益の246億79百万円、経常利益は前期に比べて
4.6%増益の264億7百万円となり、親会社株主に帰属する当
期純利益は前年にあった移転補償金がなくなったことなどによ
り、前期に比べてわずかに減益の183億78百万円となりました。

当社グループを取り巻く状況は、受注競争の激化
や顧客ニーズの多様化など、経営環境は予断を許さ

ず、長期的な変化を見据えた経営戦略が求められます。
このような環境の中、企業のビジョンを明確にし、より一層

の成長路線を構築すべく、新・中期経営計画（2021年3月期
～2025年3月期）を策定しました。

その概要は、重点戦略として（1）基幹事業の強化、（2）海外
事業の収益性強化、（3）新規事業の開拓、（4）人材確保・育
成強化に向けた取組みを推進するとともに、業績目標として
営業収益3,100億円（2020年3月期比11.2%増）、営業利益
300億円（同21.6%増）、経常利益310億円（同17.4%増）を
目指してまいります。

また、株主様への還元としましては、引き続き、連結配当性
向30%を目安とした株式配当の実施に加え、継続的な自己
株式の取得と消却を進めてまいります。

株主の皆様におかれましては、これまで以上のご支援、ご
鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申しあげます。

第81期（2020年3月期）の
経営環境と業績について

来期以降に向けた
新・中期経営計画について

国内物流事業 その他国際物流事業

●  連結子会社が増加
●  自動車の取扱いや保管料収入の増加

により、港湾運送関連および倉庫保管
事業が堅調に推移

● 建設機工事業の取扱いが減少
●  エネルギー関連の重量貨物運搬事業

が堅調に推移

●  発電設備、橋梁などの海外プラント貨
物の取扱いが増加

構成比
78.2％

※上記の営業収益およびセグメント利益の数値は、セグメント間の取引消去前の数値を記載しています。

　株主の皆様には、格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
　当社は中期経営計画の最終年度を迎え、目標に向け業績向上に努めた結果、第81期
（2019年4月1日から2020年3月31日まで）の業績は、親会社株主に帰属する当期純利
益は前期に計上した特別利益の反動によりわずかに減少したものの、営業収益、営業利
益、経常利益はいずれも前期を上回り過去最高値を更新いたしました。
　当期の概況と来期以降の主な取組みについてご説明いたします。

新・中期経営計画のもと、基幹事業の強化と
新たな成長基盤の創出を進めます。

代表取締役社長　　 　  　 　

構成比
12.1％

構成比
9.7％

20,800226,241 34,190
1,229 1,296

28,985

（単位：百万円） （単位：百万円）営業収益 セグメント利益

前期比

229,034
1.2%増 前期比

21,843
5.0%増

第81期第80期 第81期第80期

（単位：百万円） （単位：百万円）営業収益 セグメント利益

前期比

35,485
3.8%増 前期比

1,356
10.4%増

第81期第80期 第81期第80期

（単位：百万円） （単位：百万円）営業収益 セグメント利益

前期比

28,490
1.7%減 前期比

1,476
13.9%増

第81期第80期 第81期第80期

部門別概況

●重点戦略としては、着実な企業成長に重心を置き、引き続き『基幹事業の強化』および『海外事業の収益性強化』を推進する一方
で、物流事業の枠にとらわれない『新規事業の開拓』も推進。

●これら重点戦略を強力に推進していくためには、優れた人材の確保が必須であり、本中期経営計画期間を通じ、採用の強化·人材
育成強化に努める。

●当社グループが物流企業として永続していくためには、社会との共存性を意識した経営が必要であり、未来の物流企業の在り方
を見据え、ESG（環境・社会・ガバナンス）経営に取り組む。

◆冷蔵冷凍貨物やeコマース関連貨物など、
市場成長が見込まれる貨物の開拓

◆全国的なネットワークを駆使した物流プラ
ンの提案による顧客ニーズの取込み

◆水素やバイオマス等の新エネルギー資源
の輸送・保管技術の確立

◆太陽光・風力・水素電池等の物流機器・
施設への導入の検討

◆物流以外の領域での新たな収益基盤とな
る事業の創出

◆物流センター業務への注力およびコンテ
ナターミナルでの荷役作業の受注獲得

◆開発途上国におけるインフラ建設案件や
重量物輸送·据付案件の取込み

◆ASEAN等の熱帯·亜熱帯地域における温
度管理型物流施設の事業性の検討

◆ASEAN経済共同体（AEC）における越境
輸送への参入の検討

◆総合物流企業にふさわしい企画力·提案
力·実行力を備えた人材の確保·育成

◆採用の強化と教育体制の充実を含めた人
事政策のさらなる改善

2020年3月期を最終年度とする前·中期経営計画では、「事業基盤の強化」「営業力強化」「Ｍ＆Ａ等を活用した事業の拡大」「継続的
な成長戦略」「グローバル·ロジスティクスの強化」「経営基盤の強化」を掲げ、最終業績目標への到達に向け取り組んでまいりました。

当社グループは企業のビジョンを明確にし、一層の成長路線を構築すべく、基幹事業の強化と新たな成長基盤の創出を目的とした
新·中期経営計画を策定しました。

基幹事業の着実な成長とともに、海外事業の基盤構築に一定の成果をあげたものの、厳しい経済環境も重なり、
目標とした営業収益 3,000億円·経常利益 300億円は未達。

特 集

新·中期経営計画（2021年3月期～2025年3月期）の概要 前・中期経営計画（2016年３月期～2020年３月期）の総括

新・中期経営計画の目指すもの

2020年3月より、当社WEB
サ イトにて、E（ 環 境 ）・S（ 社
会）・G（ガバナンス）を中心と
した、サステナビリティ（持続
可能性）への取組みを紹介す
るページを開設しました。

近年機関投資家によるESG
投資が注目される中、積極的
に非財務情報を開示するとと
もに、引き続き内容の充実に
取り組み、企業価値の向上を
図ってまいります。

岡山県倉敷市に「玉島ハーバーアイランド物流センター」竣工

新・中期経営計画（2021年３月期～2025年３月期）スタート

2020年2月、岡山県倉敷市の人工島に「玉島ハーバーアイランド物流セン
ター」を竣工しました。

同地では、開発主体である岡山県が食品や飼料・穀物を取り扱う関連企業を
積極的に誘致しており、食品保管の需要の高まりに応えるため、新倉庫は定温・
燻蒸設備を備えた最新鋭の物流センターといたしました。

新倉庫を活用し、現在定温保管スペースの不足により他社に再寄託している
貨物を集約するとともに、既存の倉庫と併せて、食品と飼料原料の分別管理を行
い、安全性の向上と業容の拡大を目指してまいります。

当社WEBサイトにサステナビリティへの取組みを掲載Topics CSR

URL: https://www.kamigumi.co. jp/sustainabil ity/

営業収益	3,100億円
（2020年3月期比 ＋11.2％）

営業利益	 300億円
（2020年3月期比 ＋21.6％）

経常利益	 310億円
（2020年3月期比 ＋17.4％）

基幹事業の強化

新規事業の開拓

海外事業の収益性強化

人材確保・育成強化

業	績	目	標
（2025年3月期）

重点戦略の取組みと成果
重点戦略 取組みと成果

事業基盤の強化
（＝基幹事業の強化）

港湾運送事業

●コンテナターミナルの新規開設や設備の充実等により船会社への訴求力を向上させ、コンテ
ナ取扱量を拡大

●川崎汽船株式会社との共同持株会社設立により、傘下の港湾運送企業との技術的・営業的
連携を推進

輸出入・倉庫事業 ●収容能力を強化し、営業力・提案力の強化を実現
●高付加価値物流センター業務の獲得に注力し、建設機械メーカーのパーツセンター業務を獲得

自動車関連物流事業 ●輸入新車整備事業において事業会社を子会社化し、大幅な取扱量の増加を実現

重量エネルギー・
鉄鋼関連事業

●各種パワープラント建設工事・重量物輸送に注力
●鉄鋼関連事業におけるベースシェアを確保

営業力強化
（＝人材育成、組織改革）

●営業本部ごとの情報共有を強化
●人事制度改革の一環として人材育成プランの見直しを実施

M&A等を活用した事業の拡大 ●港湾運送事業・自動車関連物流事業においてM&Aを実施し、基幹事業の強化および拡大に貢献
●成約事案数は当初計画の水準に未達

継続的な成長戦略 ●太陽光発電の活用拡大
●グループ全体で特性を活かした幅広い成長戦略に注力

グローバル・ロジスティクスの強化
＝海外拠点網の強化、（�ターミナル・3PL事業への着手�）

●海外拠点の開設により、拠点網を強化
●東南アジアを中心に倉庫建設やターミナル運営事業への参画を推進し、海外でのターミナル事業・ロジスティクス

事業の基盤構築を実施

経営基盤の強化
（＝社会貢献、BCPの確立）

●種々の社会貢献活動を推進
●災害BCPの策定を進め、有事の際の事業継続を確保できる体制を構築

株主還元 ●連結配当性向30％を目安とした株式配当の実施　　●継続的な自己株式の取得および消却の実施

連結業績目標 営業収益��3,000億円�／�経常利益��300億円

主な要因
①基幹事業における新たな貨物·顧客開拓が当初計画の水準に達しなかった。
②新規事業の検討およびM＆Aがいずれも低調であった。
③海外事業の当社グループの業績への貢献に想定より時間を要した。

投	資	計	画
「基幹事業の強化」の実現に向け、収容能力の拡大や荷役効率の向上のため、

物流関連施設を中心に例年と同水準の設備投資を実施
総括

▲ 玉島ハーバーアイランド物流センターの外観


